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まえがき  

 

財政報告書は、市財政の動向を広く周知し、市民に市政への関心と積極的な参画をお願いする

ため、「にかほ市財政報告書の作成及び公表に関する条例」第２条の規定に基づき、５月と１１月の

年２回公表を行っています。 

本報告書は、令和２年１０月１日から令和３年３月３１日までを期間としています。 
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Ⅰ 令和２年度下半期における財政状況 

 

 

１．市財政の状況 

   

令和２年度の一般会計予算は、健全財政の維持を前提に、「第２次にかほ市総合発展計画」に掲げるま

ちづくりの基本理念のもと、同計画に基づく諸施策や第２次「にかほ市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の主

要施策に重点を置き、前年度比１５．１％増（以下、増減はすべて対前年度比）の１４７億３，９２７万９千円と

定めました。 

歳入では、景気の減速感・先行きの不透明感を背景として、市税を３．１％減の２６億５，０４９万円、地方

交付税を前年度と同額の５２億円、地方交付税の不足分を補う臨時財政対策債を３億１，９００万円と見込み、

一般財源総額を４．６％増の９６億７，７５７万３千円としました。なお、主な増加要因は、ガス事業譲渡に伴う

清算関連予算（ガス事業貸付金収入及び清算特別会計決算剰余金）を計上したことによるもので、経常的な

一般財源は減少しています。 

歳出においては、会計年度任用職員制度の導入などにより、人件費を１２．４％増の２５億９５９万６千円

と見込んだほか、屋内運動施設整備事業や小中学校空調設備整備事業の実施などにより、投資的経費を７

０．５％増の２０億２，２６１万５千円、ふるさと納税の増加やガス事業貸付金の返済などを見込み、積立金を

５７１．５％増の８億７，８８５万５千円としました。 

これに対し、決算期前の状況は、地方交付税が当初予算比で４億４，４００万円増加の見込みで、その他

予算の執行状況からも財政調整基金からの繰入金に依存せず収支が保てる見通しです。 

   しかし、新型コロナウイルス感染症による影響が拡大・長期化しており、市民生活や地域経済への影響が

深刻化する中、景気後退による市税への影響は避けられない状況にあります。そのため、今後も限られた

予算が地域の将来に活かされるよう、効率的かつ効果的な行財政運営に努めます。 

 

 

２．歳入及び歳出の予算概況 

 

（１）一般会計の補正状況 

 

令和２年度下半期は９回補正し、最終予算総額は２００億６，１６６万４千円となりました。 

各補正の概要は次のとおりです。 

 

・ 令 和 ２年 度 当 初 予 算 額   １４７億３，９２７万９千円 

・ ９ 月 末 現 計 予 算 額   １８８億７，５２７万５千円 

・ 下 半 期 補 正 総 額    １１億８，６３８万９千円 

・ 令 和 ２年 度 最 終 予 算 額   ２００億６，１６６万４千円 

 

 

◆ １０月臨時会 【１０月１５日提出 （補正第９号）、 １０月１５日議決】 

補正第９号では、１億３，０９１万円を増額補正しました。 

補正内容は、新型コロナウイルス感染症拡大による市民生活及び地域経済等への影響に対し、緊急対

策を講じるための予算措置を行ったほか、公共施設等の施設整備及び維持管理に要する緊急的な経費に

ついての予算措置したものです。 

 

【歳入】 

県支出金には、県の補正予算に伴う新型コロナウイルス感染症対応事業に係る農業費補助金を、あわせて
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１，４９４万４千円計上。 

繰入金には、温泉保養センターはまなす改修事業の財源として観光振興基金繰入金を見込むほか、新型コ

ロナウイルス感染症経済対策などの経費の財源として財政調整基金繰入金を見込み、合計１億７０６万６千円

を計上。 

市債には、午ノ浜温泉浴室等改修事業８９０万円を計上。 

 

【歳出】 

総務費には、新型コロナウイルス感染症経済対策として、商品券による消費活性化事業に要する経費として、

合計７，９１９万８千円を計上。 

民生費には、午ノ浜温泉浴室等改修事業に係る追加工事費９３６万５千円を計上。 

農林水産業費には、県の新型コロナウイルス感染症対策事業に対応する事業予算として、経営力強化緊急

支援事業補助金１，３３７万３千円、低コスト技術等導入支援事業補助金１５７万１千円を計上。 

商工費には、新型コロナウイルス感染症経済対策として、宿泊費助成による県民誘客支援事業に要する経

費、合計１，７１６万２千円を計上したほか、温泉保養センターはまなす改修事業に係る追加工事費６００万円

を計上。 

消防費には、消防本部庁舎施設の維持管理に係る緊急修繕料１０３万４千円を計上。 

教育費には、小中学生図書贈呈事業に要する経費３２０万７千円を計上。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を１億１０６万６千円増額して行いました。 

 

 

◆ １０月臨時会 【１０月１５日提出 （補正第１０号）、 １０月１５日議決】 

補正第１０号では、１００万円を増額補正しました。 

補正内容は、第９１回都市対抗野球第二次予選東北大会（１０／６～１４）において、本市代表のＴＤＫ硬

式野球部が激戦を勝ち抜き、７年ぶり１５回目の本大会出場（１１／２２～１２／３：東京ドーム）を果たすこと

が決定したことから、本大会での更なる活躍を応援するため、ＴＤＫ野球部への出場激励金を予算措置した

ものです。 

 

【歳出】 

総務費に、都市対抗野球出場激励金１００万円を計上。 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を１００万円増額して行いました。 

 

 

◆ １２月定例会 【１１月２７日提出 （補正第１１号）、 １２月１１日議決】 

補正第１１号では、６億１，７５１万４千円を増額補正しました。 

 

【債務負担行為】 

次の事業等について、令和３年度当初からの早期事業執行に向け、令和２年度中に契約準備等を行う必要

があったことから、下記により債務負担行為を設定したもの。 

 金浦駅こ線人道橋補修・補強工事 

  （期間） 令和２年度～令和４年度  （限度額） １億５，７９８万９千円 

 一般国道遊佐象潟道路工事に伴う光ファイバー移設管路工事（象潟町洗釜地内） 

  （期間） 令和２年度～令和３年度  （限度額） ３５０万円 

 令和３年度 各種ごみ収集運搬業務 

  （期間） 令和２年度～令和３年度  （限度額） １億１，０００万円 

 令和３年度 一般廃棄物最終処分場運営管理業務 

  （期間） 令和２年度～令和３年度  （限度額） ２，０８６万７千円 
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【歳入の主なもの】 

国庫支出金には、障害福祉サービス事業及び子どものための教育・保育給付事業の実績見込み、並びに

特別定額給付金給付事業の事業費確定などにより、国庫負担金及び補助金をあわせて１，９２６万６千円計上。 

県支出金には、障害福祉サービス事業、子どものための教育・保育給付事業の実績見込みなどにより、県

負担金などあわせて１，６７２万８千円を計上。 

寄附金には、ふるさと納税の増収見込みにより、一般寄附金３億６，０００万円を計上。 

繰入金には、ガス事業清算特別会計の精算見込み、並びにふるさと納税の増収に伴う納税者謝礼（返礼品）

の増加などを見込み、他会計繰入金及び基金繰入金あわせて２億１，６５１万円を計上。 

市債には、コミュニティバス整備事業４２０万円を計上。 

 

【歳出の主なもの】 

条例改正に伴う職員給与等の人件費の減額及び、新型コロナウイルス感染症の影響によるイベント中止等

に伴う関係予算の減額のほか、総務費には、ふるさと納税の増加に伴う納税者謝礼及び関連事務費、並びに

基金積立に係る予算を増額するほか、コミュニティバスの新規路線運行に要する経費など、あわせて５億５，０

２２万７千円を計上。 

民生費には、障害福祉サービス事業及び子どものための教育・保育給付事業に係る予算を増額するほか、

保育所等の感染拡大防止対策に要する経費など、あわせて５，５０３万円を計上。 

衛生費には、新型コロナウイルス感染症対策として、高齢者等ＰＣＲ検査助成事業に係る予算２１３万９千円

などを追加。 

農林水産業費には、民有林整備促進事業に係る予算など、あわせて３６１万６千円を計上。 

商工費には、企業立地促進条例助成事業及び定住奨励金交付事業に係る予算を増額するほか、令和３年

４月からの東北ＤＣに向けた観光地ＰＲ等に要する経費など、あわせて５０５万９千円を計上。 

土木費には、東北ＤＣの開催に向け、ＪＲ象潟駅前広場舗装等補修工事を実施するＪＲに対する工事負担金

を新たに追加するなど、あわせて１，３０９万１千円を計上。 

消防費には、新型コロナウイルス感染症対策として、消防・救急隊感染症対策資器材整備及び避難所感染

防止対策に要する経費の追加など、あわせて１，０３０万３千円を計上。 

教育費には、新型コロナウイルス感染症対策として、図書館施設感染防止対策に要する経費３６３万円など

を追加。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を８，４３４万６千円増額して行いました。 

 

 

◆ 専決処分 【１２月１５日専決（補正第１２号）】 

補正第１２号では、１，２８０万１千円を増額補正しました。 

補正予算の内容は、国の令和２年度一般会計新型コロナウイルス感染症対策予備費使用の閣議決定 

（１２／１１）を受け、ひとり親世帯臨時特別給付金受給者等に対し、基本給付の再支給を行うため、関係予

算の予算措置を行ったものです。 

 

【歳入】 

国庫支出金に、母子家庭等対策総合支援事業費補助金１，２８０万１千円を計上。 

 

【歳出】 

民生費に、ひとり親世帯臨時特別給付金及び事務費をあわせて１，２８０万１千円を計上。 
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◆専決処分 【１月１５日専決（補正第１３号）】 

補正第１３号では、５，４００万円を増額補正しました。 

補正予算の内容は、昨年１２月下旬からの断続的な降雪の影響により、除雪費に不足が生じる見込みと

なったため、道路除雪委託料などの除雪経費あわせて５，４００万円の増額補正を行ったものです。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を５，４００万円増額して行いました。 

 

 

◆ ２月臨時会 【２月３日提出 （補正第１４号）、 ２月３日議決】 

   補正第１４号では、９，９１２万１千円を増額補正しました。 

   補正内容は、新型コロナウイルス感染症への対応に要する経費のほか、仁賀保庁舎空調熱源機器更新

工事に係る追加工事費等を予算措置したものです。 

 

【歳入】 

国庫支出金には、新型コロナウイルスワクチン接種に係る国庫負担金３２５万６千円のほか、接種体制確保

に係る事務費等への補助金８７３万９千円を計上。 

市債には、仁賀保庁舎改修事業２，７６０万円を計上。 

 

【歳出】 

総務費には、仁賀保庁舎空調熱源機器更新工事に係る追加工事に要する経費として、庁舎等改修設計委

託料及び庁舎関係工事をあわせて４，２６４万９千円を増額したほか、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

により、年末年始の外出及び大人数や長時間に及ぶ飲食の自粛により影響を受けている飲食・宿泊業を営む

事業者を支援するため、「飲食施設経営維持支援金」制度を創設し、支援金４，５００万円を計上。 

衛生費には、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保に係る事務費などあわせて８２１万５千円、医療従

事者等に係るワクチン接種委託料３２５万７千円をそれぞれ計上。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を５，９５２万６千円増額して行いました。 

 

【繰越明許費補正】 

経費の性質上、年度内の事業完了を見込むことができないため、仁賀保庁舎改修事業８，３２４万９千円に

ついて令和３年度への繰越限度額を設定したもの。 

 

 

◆ ３月定例会 【２月２２日提出 （補正第１５号）、 ２月２２日議決】 

補正第１５号では、５，０００万円を増額補正しました。 

補正予算の内容は、１月に補正予算の専決処分をした除雪費について、当該予算措置後の断続的な

降雪の影響により、さらに不足が生じる見込みとなったため、道路除雪委託料５，０００万円の増額補正を

行ったものです。 

 

歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を５，０００万円増額して行いました。 

 

 

◆ ３月定例会 【２月２２日提出 （補正第１６号）、 ３月１９日議決】 

補正第１６号では、６，８１９万９千円を減額補正しました。 

主に、実績見込みと予算現額の差額につき補正したものです 
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【繰越明許費補正】 

   次の事業の全部又は一部について、年度内の事業完了を見込むことができないため、翌年度への繰越

限度額を設定したもの。 

○農林水産業費 

農地集積加速化基盤整備事業負担金 ２，０６０万円（追加） 

水産環境整備事業負担金    ５００万円（追加） 

水産物供給基盤機能保全事業負担金  ２，１４９万２千円（追加） 

○商工費 

廃止石油坑井封鎖事業       ２，９９０万円（追加） 

   ○土木費 

橋梁補修事業            ５，１９０万円（追加） 

   ○教育費 

屋内運動施設整備事業       ５億８，１９４万円（追加） 

 

【歳入の主なもの】 

市税には、法人市民税の減収を見込むものの、個人市民税及び固定資産税の増収を見込み、合計３，４１３

万３千円を増額計上。 

各種交付金は、地方消費税交付金を７，３５０万円、地方特例交付金を６６９万２千円、それぞれ増額計上。 

国庫支出金には、地方創生臨時交付金事業及び屋内運動施設整備事業のほか、各補助事業の実績見込

みなどにより、合計４億８，３６８万４千円を増額計上。 

県支出金には、各補助事業の実績見込みなどにより、合計３，０５６万９千円を減額計上。 

繰入金には、地方創生臨時交付金の確定見込みによる財源調整のほか、みらい創造基金など特定目的基

金の充当事業の実績見込みなどにより、合計７億１，４０７万９千円を減額計上。 

諸収入には、各種負担金精算金の確定などにより、合計３，６６５万円を増額計上。 

市債には、国の補正予算に伴う事業の前倒し実施や公債費負担軽減のための借換債及びコロナ禍の影響

に伴う減収分に対する減収補填債の新規発行などにより、合計６，１１９万５千円を増額計上。 

 

【歳出の主なもの】 

総務費には、生活バス路線運行費補助金の増額を見込むものの、その他各事業の実績見込みなどにより、

合計では５４２万１千円を減額計上。 

民生費には、児童手当及び福祉医療費など社会保障経費の実績見込みなどにより、合計５，５６９万１千円

を減額計上。 

衛生費には、各種検診委託料などの実績見込みにより、合計２，９４１万８千円を減額計上。 

農林水産業費には、農業費補助金の実績見込みなどにより、合計１，８９９万円を減額計上。 

商工費には、中小企業振興資金利子補給金などの各種補助金の確定見込みにより、合計２，４９３万４千円

を増額計上。 

土木費には、市営住宅維持改修工事の工事完了などにより、合計１，９２７万９千円を減額計上。 

教育費には、屋内運動施設整備事業のほか、各事業の実績見込みにより、合計４，３８３万２千円を減額計

上。 

公債費には、公債費負担軽減事業に係る任意繰上償還の実施などにより、合計９，３７９万４千円を増額計

上。 

 

 歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を６億８，８０２万６千円減額して行いました。 
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◆ 専決処分 【３月３１日専決（補正第１７号）】 

補正第１７号では、２億８，９２４万２千円を増額補正し、歳入歳出予算の総額を２００億６，１６６万４千円と

しました。 

補正の内容は、地方交付税及び各種交付金等の決定並びに事業費の確定に伴う歳入歳出予算の調整

が主なものです。 

 

【歳入の主なもの】 

交付額の確定により、地方消費税交付金を２，６８２万円増額。 

地方交付税についても、特別交付税の３月交付分の確定により、２億５７２万４千円増額。 

国庫支出金については、除雪事業にかかる補助額確定等により、社会資本整備総合交付金３３３万２千円、

臨時道路除雪事業費補助金３，９００万円をそれぞれ増額。 

寄附金は、ふるさと納税の寄附額確定により、８，３０７万２千円増額。 

繰入金では、地域振興基金、みらい創造基金及び自然エネルギーによるまちづくり基金の各充当事業費の

確定等により、基金繰入額の調整を行った。 

市債は、各充当事業費の確定による借入見込額の調整のほか、地方消費税交付金等の交付額確定によっ

て減収補填債発行額が確定したことにより、合計３，９５８万３千円を減額。 

 

【歳出の主なもの】 

基金繰入金や市債の確定等による財源調整として、総務費のみらい創造基金積立金を８，３０７万２千円増

額したほか、事業費の確定により、土木費の除雪費（道路除雪委託料）を３，６００万円減額しました。 

 

 

 歳入歳出予算の調整は、歳入の財政調整基金繰入金を１，９８１万５千円減額し、今年度の基金繰入をなくし

た上で、歳出の財政調整基金積立金を２億５，０３８万円増額して行いました。 

 

 

第１表 令和２年度一般会計歳入の補正状況 

 

                                                

9 月 末 最 終 構

区 　　　　　　分 現 計 10 月 10 月 12 月 12 月 1 月 2 月 3 月 3 月 3 月 成

予 算 額 臨 時 会 臨 時 会 定 例 会 専 決 専 決 臨 時 会 定 例 会 定 例 会 専 決 予 算 額 比

補 正 第 9 号 補正第10号 補正第11号 補正第12号 補正第13号 補正第14号 補正第15号 補正第16号 補正第17号

市 税 2,650,490 34,133 2,684,623 13.4

地 方 譲 与 税 214,000 △ 4,182 209,818 1.0

利 子 割 交 付 金 2,000 163 2,163 0.0

配 当 割 交 付 金 5,500 △ 301 5,199 0.0

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 5,000 2,029 7,029 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 445,500 73,500 26,820 545,820 2.7

環 境 性 能 割 交 付 金 14,547 △ 4,047 155 10,655 0.1

地 方 特 例 交 付 金 14,500 6,692 21,192 0.1

地 方 交 付 税 5,438,310 205,724 5,644,034 28.1

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 2,000 790 2,790 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 6,128 △ 206 5,922 0.0

使 用 料 及 び 手 数 料 153,570 △ 2,300 △ 9,713 141,557 0.7

国 庫 支 出 金 4,389,079 19,266 12,801 11,995 483,684 43,058 4,959,883 24.7

県 支 出 金 1,073,656 14,944 16,728 △ 30,569 △ 2,307 1,072,452 5.3

財 産 収 入 61,762 △ 5,106 6 56,662 0.3

寄 附 金 210,000 360,000 707 83,072 653,779 3.3

繰 入 金 1,017,919 107,066 1,000 216,510 54,000 59,526 50,000 △ 714,079 △ 26,643 765,299 3.8

繰 越 金 234,683 234,683 1.2

諸 収 入 950,366 3,110 36,650 990,126 4.9

市 債 1,973,225 8,900 4,200 27,600 61,195 △ 39,583 2,035,537 10.2

法 人 事 業 税 交 付 金 13,040 △ 1,040 441 12,441 0.1

計 18,875,275 130,910 1,000 617,514 12,801 54,000 99,121 50,000 △ 68,199 289,242 20,061,664 100.0

下 半 期 補 正 状 況

（単位：千円，％）
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第２表 令和２年度一般会計歳出の補正状況 

 
 

                                      

 

（２）特別会計の補正状況 

 

令和２年度下半期の補正状況は次のとおりです。 

 

・ 令 和 ２年 度 当 初 予 算 額  ６７億７，４９８万１千円 

・ ９ 月 末 現 計 予 算 額  ６７億９，８０１万２千円 

・ 下 半 期 補 正 総 額   １億６，８８０万３千円 

・ 令 和 ２年 度 最 終 予 算 額  ６９億６，６８１万５千円 

 

 

第３表 令和２年度特別会計の補正状況 

 
                                       

 

３．予算の執行状況 
 

令和２年度予算の執行にあたっては、計画的かつ効率的な執行に努めました。その結果、２年度末現在

の執行状況は、次表のとおり一般会計は収入率８２．１％、支出率７８．３％、特別会計は収入率７９．５％、

支出率９８．３％となっています。 

 なお、執行状況見込みとしては、これに出納整理期間（４月１日～５月３１日）内の執行額が加わります

が、令和３年度に繰越した事業は未執行となるため、これらを加味した決算期における執行状況見込みは

一般会計の収入率が９３％、支出率が９３％、特別会計は収入率が９９％、支出率が９８％前後となる見込

みです。 

 

9 月 末 最 終 構

区 　　　　　　分 現 計 10 月 10 月 12 月 12 月 1 月 2 月 3 月 3 月 3 月 成

予 算 額 臨 時 会 臨 時 会 定 例 会 専 決 専 決 臨 時 会 定 例 会 定 例 会 専 決 予 算 額 比

補 正 第 9 号 補正第10号 補正第11号 補正第12号 補正第13号 補正第14号 補正第15号 補正第16号 補正第17号

議 会 費 139,646 △ 5,549 △ 4,990 129,107 0.6

総 務 費 5,673,618 79,198 1,000 550,227 87,649 △ 5,421 333,453 6,719,724 33.5

民 生 費 4,154,515 9,365 55,030 12,801 △ 55,691 △ 8,591 4,167,429 20.8

衛 生 費 1,078,471 △ 2,187 11,472 △ 29,418 1,058,338 5.3

労 働 費 12,488 12,488 0.1

農 林 水 産 業 費 1,075,759 14,944 3,616 △ 18,990 380 1,075,709 5.4

商 工 費 589,222 23,162 5,059 24,934 642,377 3.2

土 木 費 1,217,657 13,091 54,000 50,000 △ 19,279 △ 36,000 1,279,469 6.4

消 防 費 587,450 1,034 10,303 △ 9,306 589,481 2.9

教 育 費 2,672,566 3,207 △ 12,076 △ 43,832 2,619,865 13.1

災 害 復 旧 費 1,359 1,359 0.0

公 債 費 1,642,522 93,794 1,736,316 8.6

諸 支 出 金 2 2 0.0

予 備 費 30,000 30,000 0.1

計 18,875,275 130,910 1,000 617,514 12,801 54,000 99,121 50,000 △ 68,199 289,242 20,061,664 100.0

下 半 期 補 正 状 況

（単位：千円，％）

9 月 末 最 終

現 計 10 月 12 月 12 月 1 月 2 月 3 月 3 月

予 算 額 臨 時 会 定 例 会 専 決 専 決 臨 時 会 定 例 会 専 決 予 算 額

国民健康保険 事業 （事 業勘 定） 2,644,875 182,414 16,181 △ 7,300 2,836,170 40.7

国民健康保険 事業 （施 設勘 定） 79,121 3,949 2,212 85,282 1.2

後 期 高 齢 者 医 療 329,304 3,115 5,563 2,000 339,982 4.9

公 共 下 水 道 事 業 1,273,909 3,196 △ 13,944 1,263,161 18.1

農 業 集 落 排 水 事 業 449,057 397 △ 4,978 444,476 6.4

ガ ス 事 業 清 算 特 別 会 計 2,021,746 △ 24,013 11 1,997,744 28.7

計 6,798,012 169,058 5,045 △ 5,300 6,966,815 100.0

構成比区 　　　　　　分

下 半 期 補 正 状 況

（単位：千円，％）
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第４表 令和２年度一般会計予算執行状況 【令和３年３月３１日現在】 

 

                                           
 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 額 収 入 額 収 入 率 予 算 額 支 出 額 支 出 率

（Ａ） （Ｂ） （B）/(Ａ） （Ｃ） （Ｄ） （D）/(C）

市 税 2,684,623 2,652,570 98.8 議 会 費 129,204 125,808 97.4

地 方 譲 与 税 209,818 209,818 100.0 総 務 費 6,727,843 4,462,699 66.3

利 子 割 交 付 金 2,163 2,163 100.0 （ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (2,750) (0) (0.0)

配 当 割 交 付 金 5,199 5,199 100.0 民 生 費 4,167,429 3,896,768 93.5

株式等譲渡所得割交付金 7,029 7,029 100.0 衛 生 費 1,058,338 962,395 90.9

地 方 消 費 税 交 付 金 545,820 545,820 100.0 労 働 費 12,488 12,151 97.3

環 境 性 能 割 交 付 金 10,655 10,655 100.0 農 林 水 産 業 費 1,159,992 1,065,075 91.8

地 方 特 例 交 付 金 21,192 21,192 100.0 （ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (83,779) (81,407) (97.2)

地 方 交 付 税 5,644,034 5,644,034 100.0 商 工 費 673,345 499,838 74.2

交通安全対策特別交付金 2,790 2,790 100.0 （う ち R1繰越明許費及び事故繰越） (29,007) (28,021) (96.6)

分 担 金 及 び 負 担 金 5,922 5,817 98.2 土 木 費 1,326,529 639,516 48.2

使 用 料 及 び 手 数 料 141,557 142,625 100.8 （ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (46,990) (46,844) (99.7)

国 庫 支 出 金 4,973,232 4,247,003 85.4 消 防 費 590,055 530,140 89.8

（ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (13,349) (13,349) (100.0) 教 育 費 2,621,751 1,895,847 72.3

県 支 出 金 1,072,452 751,903 70.1 （ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (1,000) (0) (0.0)

財 産 収 入 56,662 56,210 99.2 災 害 復 旧 費 1,359 1,033 76.0

寄 附 金 653,779 624,597 95.5 公 債 費 1,736,316 1,736,310 100.0

繰 入 金 765,299 246,761 32.2 諸 支 出 金 2 0 0.0

繰 越 金 289,941 289,942 100.0 予 備 費 20,539 0 0.0

（う ち R1繰越明許費及び事故繰越） (55,258) (55,258) (100.0) 　※　各款の支出額には予備費からの充用額を含む。

諸 収 入 991,145 896,384 90.4

（ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (1,019) (1,068) (104.8)

市 債 2,129,437 237,600 11.2

（ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (93,900) (90,200) (96.1)

法 人 事 業 税 交 付 金 12,441 12,441 100.0

計 20,225,190 16,612,553 82.1 計 20,225,190 15,827,580 78.3

（う ち R1繰越明許費及び事故繰越） (163,526) (159,875) (97.8) （う ち R1繰越明許費及び事故繰越） (163,526) (156,272) (95.6)

科　　　　　　目

歳　　　　　　　　　　　入

科　　　　　　目

歳　　　　　　　　　　　出

（単位：千円，％）
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第５表 令和２年度特別会計予算執行状況 【令和３年３月３１日現在】 

               

 

 

４．住民負担の状況 

  
第６表 令和２年度市税負担の状況 【令和３年３月３１日現在】 

 

区 　　　　　　分 予 算 額 収 入 額 収 入 率 予 算 額 支 出 額 支 出 率

(Ａ) (B) (B）/(A） (C) (D) (D）/(C）

国民健康保険事業 （事 業勘 定） 2,836,170 2,541,630 89.6 2,836,170 2,791,633 98.4

国民健康保険事業 （施 設勘 定） 85,282 72,145 84.6 85,282 73,592 86.3

後 期 高 齢 者 医 療 339,982 334,061 98.3 339,982 332,954 97.9

公 共 下 水 道 事 業 1,267,730 286,862 22.6 1,267,730 1,224,050 96.6

（ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (4,569) (4,569) (100.0) (4,569) (4,568) (100.0)

農 業 集 落 排 水 事 業 444,476 313,129 70.4 444,476 435,737 98.0

ガ ス 事 業 清 算 事 業 1,997,744 1,997,735 100.0 1,997,744 1,997,735 100.0

計 6,971,384 5,545,562 79.5 6,971,384 6,855,701 98.3

（ う ち R1 繰 越 明 許 費 ） (4,569) (4,569) (100.0) (4,569) (4,568) (100.0)

歳　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

（単位：千円，％）

調 定 済 額 納 税 義 納 税 義 務 者 人 口 収 入 済 額 納 税 義 務 者 人 口

(繰越分除く） 構成比 務 者 数 一 人 当 た り 一 人 当 た り (繰越分除く） 構成比 一 人 当 た り 一 人 当 た り

(千円) （％） ( 人 ) 負担額　(円） 負担額(円) (千円） （％） 負担額　(円） 負担額(円)

1,093,953 40.3 12,435 87,974 46,229 1,030,832 39.4 82,898 43,561

個　　人 999,546 36.8 11,986 83,393 42,239 937,226 35.8 78,193 39,606

法　　人 94,407 3.5 449 210,261 3,989 93,606 3.6 208,477 3,956

1,396,726 51.5 11,841 117,957 59,023 1,365,203 52.1 115,295 57,691

80,844 3.0 11,799 6,852 3,416 79,938 3.1 6,775 3,378

環境性能割 3,964 0.2 11,592 342 168 3,964 0.2 342 168

種別割 76,880 2.8 207 371,401 3,249 75,974 2.9 367,024 3,211

139,463 5.1 2 69,731,500 5,893 139,397 5.3 69,698,500 5,891

3,648 0.1 5 729,600 154 3,224 0.1 644,800 136

2,714,634 100.0 114,716 2,618,594 100.0 110,657

※ 人口一人当たり負担額の人口は、令和3年3月31日現在住民登録人口　23,664人を使用。

※ 入湯税・たばこ税の納税義務者数は、特別徴収義務者数である。　

※ 軽自動車税の納税義務者数は、課税台数である。

た ば こ 税

入 湯 税

合 計

区　　　　　分

調 定 額 に 対 す る も の 収 入 額 に 対 す る も の

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税
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５．財産、公債及び一時借入金の現在高 

 

（１）令和２年度末基金現在高（令和３年３月３１日現在見込み） 

   

 「財政調整基金」は、令和元年度決算剰余金の一部など９億５，６２４万８千円を積み立てる予定です。 

「みらい創造基金」は、ふるさと納税（寄附金）など６億３，９６６万円を積み立てし、３億７，６８６万１千円を

取り崩す予定です。取り崩した基金は、ふるさと納税の特産品返礼事業に２億４，０４７万７千円、屋内運動

施設整備事業に５，５７４万５千円、若者支援住宅整備事業に９７７万９千円、アウトドア拠点づくり事業に８２

５万円、子ども伴奏プロジェクトＰＲ事業に８０２万４千円、多目的福祉施設整備事業に７２７万５千円、学校

施設整備や図書購入などの教育環境整備事業に１，５５０万１千円、漁業資源確保推進などの地域産業活

性化事業に６８９万１千円、松くい虫被害予防対策などの景観保全事業に５７５万円、災害防止対策や消防

資器材等整備などの防災対策事業に５８３万５千円、史跡等保護・承継事業に３３９万５千円、公園遊具改

修などの子育て環境整備事業に３８３万７千円、地産地消食育事業に１９９万９千円、中島台レク森遊歩道

整備事業に１５５万７千円、自然保護・環境保護団体補助事業などの環境保全事業に８４万２千円、白瀬記

念館開館３０周年記念事業などの郷土の偉人・先人顕彰事業に１１３万４千円、伝承芸能保護・伝承事業に

１３万円、防犯灯新設工事などの安全・安心まちづくり事業に４４万円、それぞれ充当します。 

「観光振興基金」は、観光拠点センターの使用料など９１５万３千円を積み立てし、３，９５６万４千円を取

り崩す予定です。取り崩した基金は、温泉保養センターはまなす改修事業に２，４３０万６千円、道の駅象潟

ねむの丘改修事業に１，１９０万６千円、観光拠点センター改修事業に３３５万２千円、それぞれ充当します。 

「地域振興基金」は、寄附金及び基金利子等１，３４４万９千円を積み立てし、８，９３１万円を取り崩す予

定です。取り崩した基金は、福祉医療費の助成事業に３，５０１万円、妊産婦医療費助成に１０７万９千円、

旧上浜小学校利活用事業に１，６３７万円、地域医療体制確保事業に１，４１２万４千円、路線バスの利用助

成などの地域公共交通確保維持改善事業に１８４万４千円、自治会等地域活動事業に６５万２千円、協働

のまちづくり事業に１０４万１千円、地域振興交付金事業に１４１万３千円、イチジク産地化支援や商店街活

性化支援などの地域産業活性化事業に１３０万９千円、ジオパーク推進事業に７６４万円、高齢者等見守り

事業などの高齢者支援事業に８８２万８千円、それぞれ充当します。 

「自然エネルギーによるまちづくり基金」は、風力発電周辺設備管理協力金の一部など１，０７７万４千円

を積み立てし、８１５万３千円を取り崩す予定です。取り崩した基金は、花いっぱい運動事業に５２３万８千

円、学校備品を整備する教育環境整備事業に２９１万５千円、それぞれ充当します。 

「森林環境譲与税基金」は、森林環境譲与税及び利子１，８３８万１千円を積み立てし、２３２万１千円を取

り崩す予定です。取り崩した基金は、経営管理意向調査などの森林環境譲与税事業に充当します。 

「社会教育施設整備基金」は、一般財源からの積立金及び利子として５，００１万円、「山﨑科学教育振興

基金」には、２万５千円、「白瀬南極探検隊記念館施設整備基金」には、１万９千円の利子を積み立ててい

ます。 

「国民健康保険財政調整基金」は、財政基盤安定化支援に係る一般会計繰入金など９４１万５千円を積

み立てし、国民健康保険事業特別会計事業勘定予算における財源調整により５，５９９万８千円を取り崩す

予定です。 

「国民健康保険診療所財政調整基金」は、国民健康保険事業特別会計施設勘定（診療所会計）予算にお

ける財源調整により１，１３６万７千円を取り崩す予定です。 

「農業集落排水事業減債基金」は、５９１万４千円を取り崩し、公債費償還の財源に充当しています。 

 

    なお、これらの充当額には、令和３年度に繰越した事業も含んでいます。 
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第７表 基金の状況 

 
 

※令和３年度に繰越した事業については繰越額にて取り崩しに計上しています。 

 

 

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）

積　　　　立 取　　　　崩

1,880,225,000 956,248,000 0 2,836,473,000

0 0

み ら い 創 造 基 金 292,071,000 639,660,000 376,861,000 554,870,000

観 光 振 興 基 金 116,486,000 9,153,000 39,564,000 86,075,000

白 瀬 南 極 探検 隊記 念館 施設 整備 基金 182,464,000 19,000 182,483,000

山 﨑 科 学 教 育 振 興 基 金 189,870,000 25,000 189,895,000

社 会 教 育 施 設 整 備 基 金 300,149,000 50,010,000 350,159,000

地 域 振 興 基 金 1,549,421,000 13,449,000 89,310,000 1,473,560,000

自 然 エ ネ ル ギ ー によ るま ちづ くり 基金 8,187,000 10,774,000 8,153,000 10,808,000

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 5,756,000 18,381,000 2,321,000 21,816,000

奨 学 資 金 貸 付 基 金 260,955,012 160,187 261,115,199

高 額 療 養 費 資 金 貸 付 基 金 6,000,000 6,000,000

象 潟 郷 土 資 料 館 資 料 取 得 基 金 10,000,000 10,000,000

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 194,672,000 9,415,000 55,998,000 148,089,000

国 民 健 康 保 険 診 療 所 財 政 調 整 基 金 21,362,000 2,000 11,367,000 9,997,000

農 業 集 落 排 水 事 業 減 債 基 金 100,496,489 11,000 5,914,000 94,593,489

5,118,114,501 1,707,307,187 589,488,000 6,235,933,688

定

額

運

用

基

金

特

別

会

計

基

金

合　　　　　　　　　　　計

令和元年度末

現在高

令和2年度末

見込額

令和2年度中増減
基　　　　　金　　　　　名

財 政 調 整 基 金

特

定

目

的

基

金

減 債 基 金
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（２）地方債現在高及び一時借入金 

    

令和２年度末の未償還残高は第８表のとおり１４３億８，３６７万８千円となる見込みです。 

令和３年３月３１日現在の一時借入金の残高はありません。 

 

 

 
第８表 地方債現在高       

                                    
  

 

 

 

（単位:千円）

令 和 元 年 度 末 令 和 ２ 年 度 末

現 在 高 起 債 見 込 元 金 償 還 見 込 現 在 高 （ 見 込 ）

8,663,482 1,157,100 1,112,577 8,708,005

( 1) 総 務 94,460 40,300 13,754 121,006

( 2) 民 生 4,017 1,420 2,597

( 3) 衛 生 114,224 56,825 57,399

( 4) 農 林 水 産 614,528 45,400 101,590 558,338

( 5) 草 地 ・ 公 有 林 整 備 178,470 16,999 161,471

( 6) 商 工 43,760 8,360 35,400

( 7) 土 木 551,723 5,500 116,404 440,819

( 8) 公 営 住 宅 247,324 9,100 33,923 222,501

( 9) 消 防 433,169 25,800 99,625 359,344

(10) 教 育 761,525 124,847 636,678

(11) 辺 地 対 策 債 57,436 10,055 47,381

(12) 地 域 再 生 債 66,882 13,323 53,559

(13) 合 併 特 例 債 4,653,936 593,900 452,358 4,795,478

(14) 過 疎 対 策 債 842,028 437,100 63,094 1,216,034

42,218 8,068 34,150

( 1) 農 林 水 産 3,180 665 2,515

( 2) 土 木 37,256 6,515 30,741

( 3) そ の 他 1,782 888 894

5,772,321 324,337 455,135 5,641,523

( 1) 臨 時 財 政 対 策 債 5,695,923 301,125 434,266 5,562,782

( 2) 減 税 補 て ん 債 76,398 20,869 55,529

( 3) 臨 時 税 収 補 て ん 債

( 4) 減 収 補 て ん 債 23,212 23,212

14,478,021 1,481,437 1,575,780 14,383,678合 計

区           分
令 和 ２ 年 度 中 増 減 額

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他
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Ⅱ 令和３年度当初予算の概要 

 

１．一般会計 

 

令和３年度予算は、健全財政を維持しつつ、「第２次にかほ市総合発展計画」に掲げるまちづくりの基本

理念のもと、同計画に基づく諸施策や第２次「にかほ市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の主要施策を積極

的に推進するものとし、各事業の選択と集中を図りながら予算配分を行いました。 

予算編成にあたっては、「人口減少の克服」と「地方創生」の実現に向け、「産業の活性化」や「子育て支援

の充実」はもとより、市の魅力向上や情報発信の強化など「交流人口の拡大」や「移住定住の促進」の施策

に重点を置いています。 

また、新型コロナウイルス感染症による影響を鑑み、市税を前年度比１５．４％減の２２億４，１０９万６千

円とし、特別交付税を１２．０％増の２億２，４００万円と見込んでいます。地方交付税の不足分を補う臨時財

政対策費は、前年度当初予算を１億８，９２０万円上回る５億８２０万円を計上しています。 

 

 

第９表 前年度との一般会計当初予算規模比較 

 

 

 

 

主な事業予算 基本方針１～７ 

 

基本方針１ 【快適に暮らせるまち】 ２８億２，２４６万７千円 

 

１．『災害に強いまちづくり』に、２，６１９万６千円。 

大きなところでは防災行政無線管理業務（保守、定期検査）が主なものになりますが、新規事業とし

て防災拠点一元化事業（３４０万円）を計上しています。 

 

２．『安心・安全なまちづくり』に、２，０４８万７千円。 

防犯街灯やカーブミラー等の新設・修繕等を行います。 

 

３．『人にやさしいまちづくり』に、８億７，３１５万５千円。 

障害福祉サービス給付などを含む障害福祉サービス事業に５億３，６０９万４千円、生活保護扶助費

を含む生活保護事業に２億２，２５７万６千円を計上しています。 

 

４．『心と体の健康づくり』に、５億３９７万８千円。 

後期高齢者医療事業として負担金２億９，２６９万９千円、基盤安定繰出金などで８，３０８万円、また

各種がん検診事業として３，１１０万１千円を、高齢者予防接種事業としてインフルエンザや肺炎球菌の

予防接種助成に１，１３２万５千円を計上しています。更に、新規事業としてブラウブリッツ秋田「健幸プ

ロジェクト」連携事業（５５万円）を計上しています。こちらは基本方針５「人と文化が豊かなまち」にも別

メニューで計上されている事業です。 

 

令和３年度 令和２年度 増減額 増減率 

139 億 5,000 万円 147 億 3,927 万 9 千円 △7 億 8,927 万 9 千円 △5.4% 
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５．『環境にやさしいまちづくり』に、４億９，２０７万７千円。 

新規事業として猫不妊去勢手術補助（４８万円）を計上しています。 

そのほか、環境プラザの各種点検整備（８，４０６万４千円）、羽州象潟鉱山等廃止石油坑井封鎖事

業（５，４７０万６千円）など、引き続き環境保全対策に取り組みます。 

 

６．『交通ネットワークの整備』に、４億９，６６９万７千円。 

新規事業として能因島２号線道路改良工事詳細設計業務（１，５００万円）や金浦駅こ線人道橋補修・

補強工事（８，０５８万５千円）を計上しています。そのほか、橋梁点検業務委託（１，９００万円）、橋梁維

持補修（１億７，０９０万円）、コミュニティバス運行委託（４，７８４万円）を計上しています。 

 

７．『快適な生活環境づくり』に、４億９８７万７千円。 

市民の住宅リフォーム費用を助成（１，０００万円）するほか、市営住宅ひまわりの外壁の改修（１，７

４４万８千円）を行います。また公共下水道工事として９，６００万円を計上しています。新規事業として

は、高機能指令センター等更新事業として高機能指令センター更新設計委託（１５９万８千円）を計上し

ています。 

 

 

基本方針２ 【子育てしやすいまち】 １９億８６８万８千円 

 

１．『若い世代の希望実現』に、３，７１６万２千円。 

出会い場の創出はもとより交際から結婚までの支援を重点的にサポートする結婚相談所への入会・

活動支援として一年成婚サポート事業（１８６万３千円）、不妊治療の支援として女性のこころとからだ

サポート事業（２９万４千円）などを新規事業として計上しています。 

 

２．『子育て環境の充実』に、１６億４，２０２万９千円。 

福祉医療助成事業において、市単独助成（４，１３０万６千円）を昨年同様実施し、乳幼児等定期予防

接種（３，４５９万６千円）のほか、新たに放課後児童クラブ開設を含めた放課後児童健全育成事業（３，

６６０万３千円）を計上し、保育所等整備事業として１，１９２万円を計上しています。 

 

３．『知・徳・体の調和のとれた子どもの育成』に、２億２，９４９万７千円。 

例年どおり国際理解教育事業として英語指導助手の招致（１，１１０万円）、スクールバスの運行（１，

７６８万９千円）、学校生活・学習サポート事業（５，０２２万８千円）を計上しています。社会教育におい

ては、米村でんじろうサイエンスショー・実験教室（５５０万円）などを計上しています。 

 

 

基本方針３【高齢者が元気なまち】 ６億２，９２３万円 

 

１．『高齢者の生活支援』に、９，４９６万８千円。 

敬老事業として、敬老式の開催（６１７万１千円）や長寿祝金の給付（１，４４３万１千円）を行います。

在宅で介護する家族の負担軽減等を目的として、家族介護援助金支給事業（１，１７３万円）を実施する

ほか、高齢者等声かけ見守り巡回事業（３２２万５千円）で、高齢者の悩みなどに早期に対応し、引きこ

もり等を防止します。認知症高齢者見守り事業（２４０万３千円）では、認知症サポーターを養成するほ

か、タッチパネルを活用して、軽度認知障害を早期に発見する取り組みを行います。 

 

２．『介護サービスの充実』に、５億３，４２６万２千円。 

介護予防・生活支援サービス事業では、通所型サービス（１，０１７万円）や介護予防ケアマネジメン

ト（７７６万９千円）を計上し、一般介護予防事業では各種介護予防教室（６２５万７千円）、地域包括ケア
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システム関係事業では、地域包括ケア会議、ケアマネ研修として９５７万７千円、生活支援体制整備事

業（６９９万円）を計上しています。介護保険については、要介護認定事業（１，４９９万８千円）、介護給

付等に係る本荘由利広域市町村圏組合への分担金（４億６，７１０万５千円）などを計上しています。 

 

 

基本方針４ 【若者に魅力のあるまち】 ９，５２１万５千円 

 

１．『地元定着の推進』に、２，６２１万６千円。 

地元に就職する新規学卒者等に対して、フレッシュワーク奨励金（２，０５０万円）を交付します。ま

た、親子職場見学会の開催や若者の職場定着支援（３５９万円）などを継続します。 

 

２．『にかほの魅力発信』に、６，８９９万９千円。 

若者支援を目的とした住宅施策推進のための用地取得に必要な用地測量・鑑定などとして１，７６０

万円を、子ども伴奏プロジェクトＰＲ事業として昨年に引き続き２，０３６万３千円を計上しています。その

ほか、一定の要件を満たす転入者に対する定住奨励金（５５５万円）や、Ａターン就職希望者や面接参

加企業への支援（１５万円）に加えて、新規事業として移住・定住コミュニティ創出・情報発信強化事業

（１，０２３万円）を計上しています。 

 

 

基本方針５【人と文化が豊かなまち】 １億２，５２７万円 

 

１．『多様な学習機会の提供』に、２，６１９万９千円。 

図書館において図書・視聴覚備品を購入（５５０万円）します。また、市民文化祭（３１２万７千円）など

を実施します。施設整備では、図書館こぴあ改修事業として実施設計委託（１８７万円）、白瀬南極探検

隊記念館の施設改修工事（４７０万円）を計上しています。 

 

２．『みんなが楽しめるスポーツの振興』に、８，４２７万１千円。 

オリンピック・パラリンピックのホストタウン交流事業（６７６万３千円）、ブラウブリッツ秋田「健幸プロ

ジェクト」連携事業（１８８万１千円）、ｅスポーツ推進事業（７４万５千円）など新規事業を含め、運動奨励

事業を推進します。そのほか、仁賀保グリーンフィールド、ＴＤＫスポーツセンターなどの維持管理（３，

０００万円）や、各運動施設の改修（３，６００万円）を行います。 

 

３．『伝統文化の保存・継承』に、１，４８０万円。 

国指定天然記念物「象潟」の保存管理（４９０万４千円）や、「鳥海山伝承芸能祭」（１７４万７千円）を開

催します。また、獅子ヶ鼻湿原緊急調査事業として環境調査委託など７２２万９千円を計上しています。 

 

 

基本方針６【稼ぐ力が強いまち】 ７億４，０６９万２千円 

 

１．『稼ぐ農林業の育成』に、４億１，６１５万１千円。 

農業振興では、イチジク産地化支援事業（１２２万円）や、就農アドバイザー業務委託（１２０万円）、

農業次世代人材投資事業（９７５万円）、新時代を勝ち抜く！農業夢プラン応援事業（９８４万３千円）、

ほ場整備事業として畑地区基盤整備事業、象潟前川地区調査計画事業など合わせて４，１７７万９千円

を計上しています。さらに、多面的機能支払交付金事業（１億５６６万４千円）、中山間地域等直接支払

交付金事業（１億５，１５７万９千円）などを計上しています。また、林業振興では市民の森管理事業（５

１０万円）、民有林整備促進事業（１，５００万円）、森林経営管理制度事業（１，７７６万５千円）を計上し

ています。 
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２．『資源を活用した水産業の振興』に、１億２，９８３万４千円。 

各種県営事業への負担金である水産基盤整備関係事業（１，９７０万円）のほか、漁業経営安定資金

貸付事業（１億円）、漁港等への漂着物回収処理として市町村重点地区海岸漂着物等回収事業（１２８

万３千円）などを計上しています。 

 

３．『魅力ある商店街づくり』に、２，５５０万２千円。 

商工会の運営に対する補助（１，１００万円）、商工会共通商品券事業への補助（５００万円）、出前商

店街や金浦市など商店街活性化事業への補助（２７０万円）などを継続します。 

 

４．『魅力ある企業づくり』に、３，８９２万６千円。 

企業誘致職員の派遣（１３１万３千円）、企業活性化アドバイザー業務委託（１２０万円）、中小企業マ

ッチング支援事業（１８１万１千円）、企業人材育成支援事業（３０４万３千円）、創業支援事業（３４８万８

千円）などを引き続き計上しており、新規事業として、ワークライフバランス推進事業（２０万円）、ワーケ

ーション推進事業（１，９６６万円）を計上しています。 

 

５．『自然と文化を融合した観光振興』に、１億３，０２７万９千円。 

関係団体との協働として、観光協会の運営補助（２，２００万円）や各種イベントへの補助（４２５万円）

を計上しています。また、アウトドア拠点づくり事業として基本計画策定（１，２１０万円）や、インフルエ

ンサーＳＮＳ観光プロモーション事業（３７６万４千円）、ジオパーク推進事業では鳥海山・飛島ジオパー

ク推進協議会負担金（６６８万１千円）などを計上しています。新規事業として秋田空港池田修三展事業

（５２０万円）、観光コンテンツ拡張現実［ＡＲ］化事業（２，３００万円）などを計上しています。施設整備で

は、道の駅象潟ねむの丘施設改修（４１０万円）、温泉保養センターはまなす設備等改修（１００万円）、

鶴泉荘設備更新（２０１万円）などを計上しています。 

 

 

基本方針７【市民と行政が協働でつながるまち】 ５億４，２２４万９千円 

 

１．『活力あるコミュニティづくり』に、２，１７８万３千円。 

自治会等の地域活動への補助（８０万８千円）、自治会等の集会施設整備への補助（６８万円）、地域

振興交付金・夢いきいき２１マイタウン補助（１，０８６万３千円）などにより、協働のまちづくりを推進しま

す。また、若者１００人会議創設関連事業（２５５万２千円）、水循環都市にかほモデル構築事業（６６０

万円）を計上しています。 

 

２．『地域内外との交流・連携』に、２，３９５万８千円。 

海外姉妹都市との交流推進や国際交流協会運営補助、中国諸曁市訪問団受入等を行う国際交流事

業（１，１２６万９千円）、松島、浅草などの交流・ふるさと会運営補助として地域間交流事業（４６０万８千

円）や、大学連携事業（４４２万２千円）などに加えて新規事業として秋田公立美術大学連携事業（３１９

万円）を計上しています。 

 

３．『効率的な行財政運営』に、４億９，６５０万８千円。 

公共施設等総合管理計画推進事業（７０４万９千円）、庁舎維持管理事業として象潟庁舎改修（１，４

２０万７千円）、旧上郷小学校利活用事業（６，００６万円）、旧上浜小学校利活用事業（１，７８０万円）、

広報紙の発行配布・ホームページ等による広報広聴事業（１，８３０万４千円）、ふるさと納税事業（３億

４，７４０万６千円）、新規事業としては第２次総合発展計画後期基本計画策定業務（６３８万５千円）を

計上しています。 
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歳入総額 

147 億 3,927 万 9 千円 

歳出総額 

147 億 3,927 万 9 千円 
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歳出総額 

139 億 5,000 万円 
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２．特別会計 

 

 
                         

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

特 別 会 計 名 予 算 額

国 民 健 康 保 険 事 業 （ 事 業 勘 定 ） 2,717,666

国 民 健 康 保 険 事 業 （ 施 設 勘 定 ） 76,492

後 期 高 齢 者 医 療 339,445

公 共 下 水 道 事 業 1,218,459

農 業 集 落 排 水 事 業 441,068

計 4,793,130
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（３）引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費 

 

平成２６年４月１日及び令和元年１０月１日の消費税率の引上げに伴い、地方消費税交付金の増収分については

使途を明らかにし、市が行う社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。 

令和３年度当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の収入額、充当状況は以下のとおりです。 
 

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 290,455千円 
（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費  3,868,288千円 

 

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 

 

（単位：千円）

国県支出金 市債 その他

地方消費税
交付金

（社会保障
財源化分）

その他

社会福祉総務費 45,144 16,694 4,387 24,063

老人福祉費 68,556 789 14,808 8,165 44,794

障害者福祉費 603,149 444,233 24,502 134,414

地域支援事業費 32,875 32,875 0 0

地域包括支援センター事業費 22,954 21,387 242 1,325

福祉施設管理費 15,692 4,496 1,726 9,470

児童福祉総務費 449,817 314,465 300 20,822 114,230

児童運営費 899,290 615,479 9,200 42,339 232,272

地域子育て支援センター事業費 18,366 12,243 12 942 5,169

ひとり親家庭福祉費 6,574 4,917 255 1,402

生活保護総務費 5,210 839 674 3,697

扶助費 220,000 165,001 2 8,479 46,518

2,387,627 1,574,660 9,500 73,580 112,533 617,354

社会福祉費
介護保険事業費 481,532 952 74,095 406,485

国民年金事務費 264 41 223

保健医療費 436,176 179,573 34,500 34,244 187,859

後期高齢者医療費 396,343 61,011 18,607 48,832 267,893

1,314,315 240,584 34,500 19,559 157,212 862,460

健康増進総務費 26,499 18 15,797 1,647 9,037

母子保健事業費 69,173 2,561 58 10,261 56,293

成人保健事業費 61,824 4,720 5,877 7,898 43,329

精神保健事業費 1,552 757 123 672

保健センター管理費 7,298 2,235 781 4,282

166,346 8,056 0 23,967 20,710 113,613

3,868,288 1,823,300 44,000 117,106 290,455 1,593,427

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、地方消費税交付金の令和３年度予算額の２２分の１２に相当する額を見込んでいる。

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

分類

予算科目

経　費

財源内訳

款 項 目

特定財源 一般財源

社会

福祉

民生費 社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

小　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

※社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費は、各予算科目における令和３年度当初予算額から事務費や事務職員の人件費
（サービス提供に直接従事しない職員分）等を除いている。

社会

保険

民生費

保健年金費

小　　　　　　　計

保健

衛生

衛生費 保健衛生費

小　　　　　　　計


